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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎研 究会等/ResearchMeetingS
O12月14日「技 術予 測委 員会 」の第2回 会合 が開催 され 、 各分科 会(部 会)か らの状
況報 告が され た後 、分野 横 断的注 目領 域及 び ア ンケー ト調査 票様式 につ いて議 論
が な され た。及 び、パ ソコ ンを使用 して事 務 局 によ るフ ァジィデル フ ァイ法(フ ァ
ジィ演算 に よ るデ ル フ ァイ調 査 の分 析手 法)の実 演 が行 われ た。
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?
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◎ 三t三婆 来 訪 者/ForeignVisit◎rst◎NZSTEP
12/5(水)
/6(木)
/12(水)
ダ イ ダ 氏(ド イ ツ大 使 館)
Dr.J.B.ADERCA(駐日ベ ル ギ ー 大 使 館 技 術 ・産 業 官)
AxelDidrikssonTakayanagi(CentrodeInvestrigacionesy
ServiciosEducativos[CISE])
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2.研究 ノ ー ト/Researchlote
我 が 国 に お け る 外 資 系 企 業 の研 究 開 発 活 動 に 関 す る研 究
Surver。fResearchandDevel。pmen七Ac七ivities
oiFOtteignAffillaセesinJapan
1.目的/OBJEC'rlVES
2.方法/METHODOLOGY
3.中間 結 果/INITIALFI醜囚GS
4.今後 の 課 題/TASKSR瑚AINING
1.目的/OBJECTIVES
研 究 開発 の 国際化 が世 界 的な広 が りで進行 してい る。 日本企 業 の諸外 国 にお け
る研究開発拠点は近年増大 していると共 に外資系企業 による日本へゐ研究開発拠
点作 りも活発であ る。前者にっいては既 にい くっかの研究事例がある。 しか し、
後者を対象に した研究はほ とん どなか った。
一方、日本 をは じめ諸外国の産業界は、その国の企業 に一層の競争力を持たせ る
ことに関心を抱 いてい る。同時に国境を越えた研究開発活動は、次第 に競争力を
維持す るために不可欠な ものとなっている。この ことは外国で活動す る企業にとっ
て、企業 としての目標を、その国の社会的、経済的、技術的現状 と調和 させなが
ら推進する能力が必要であることを意味す る。
本研究では、日本 における外資系企業 の研究開発活動の実態を把握す ることを
目的 としている。その際、特に外資系企業 と親会社並びにその系列会社 との関係、
外資系企業 と日本の産学官 との関係に注目している。従来、この分野のデータは
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少ないので本研究の結果は当該外資系企業ばか りでな く、日本の産学官の意志決
定者に対 して有益なデータを提供することを期待 している。
2.方法/METHODOLOGY
本研究の主要な調査は、我が国に所在 し研究開発活動を行 っている外資系企業
を対象 に行 った質問票調査である。まず、日本で研究開発活動を行 ってい る外資
系企業を特定す るために、『1990年版外資系企業総覧」(東洋経済新報社)を主情報
源と して利用 した。 それに加えてその他の企業名鑑や関連す る調査を活用 し、研
究開発能力を有 し研究開発活動を行 っていると報告 された外資系企業を確認 した。
その結果、外国資本比率が5脇以上の132社を標本と して抽出 した。質問票調査を
補足する為 にまず、調査のプ リサーベイを兼ねて、8社の研究開発部門責任者を
対象に した ヒア リング調査を実施 した。 また、研究・技術計画学会の シンポ ジウム
1)において8社の研究開発の実情を発表 して もらい意見交換を行 った。 さらに、文
献調査をふまえて調査票を作成 し、調査を実施 した。今後は回収 した調査結果を
分析すると共に、その結果を踏まえて再度 ヒア リング調査を実施す る計画で ある。
また、中間報告を兼ね、日本生産性本部の主催によるR&Dエ グゼクティブ・フォ
ーラム2)で本研究の概要を発表する予定である。
3.中間結 果/INITIALFINDINGS
図 一一1に、ig89年現在 日本 で研 究開発 活動 を行 って い る外 資系企業 の数 を 、時 系
列 で示 した。 日本 で研 究開発 活 動 を行 う外 資系企 業 の設 立数 は、1945年以来 確 実
に増 加 して い るが 、特 に「飛 躍」したのは1960年代初 頭で 、 日本 経済 が急 成 長 を開
始 した時期 と一致 す る。1960年か ら65年にか けて、現 在 も研究 開発 活動 を行 って
い る外 資系企 業 が27社設立 され た。 その 中 には、住 友3M、 富士 ゼ ロ ックス、横 河
ビュー レッ ト・パ ッカー ド、テ キサ ス 。イ ンス トル メ ンツが含 まれて い る。
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図一1研 究開発型外資系企業数馨設立数の推移
調 査対 象 と したi32社の業種 は、化 学、医薬品 、エ レ ク トロニ クス、機 械 が中 心 と
な って い る。 実 際132社の うち50社が化学 、16社が 医薬 品で あ り、両者 を合 計 す る
と全 体 の約半 数 に達 す る。 エ レク トロニ クス と機 械 はそれ ぞれ19社、12社で 、合 計
31社で あ る。
また、調査 対 象 とな った外 資系企 業 の本 社 の所 在地 で は、全体 の60%Y!上(78社)
が アメ リカに あ る。次 いで西 ドイ ツ12社、スイ ス11社、イ ギ リス7社、フラ ンス5社の
順 で あ る。
ヒア リング調査 の結果 によれ ば、企 業活 動 の中心 は 当初 、輸 入品 の販 売 と市 場
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開拓であったが、次第に工場建設 にまで発展 していったことがわか った。また当初
は・夕掴 資本比率の低 金縛 業が多かった・外資系撲 が昧 市場で繊 を積
む につ れて 、今後 日本側 パ ー トナーか らの独 立 を図 るこ とが予 測 され る。
《
4.今後 の課題/TASKSREMAINING
4.1調査 票 調査 の分析
4.2R&Dエ グゼ クテ ィヴeフ ォー ラムでの 中間報 告
4.3外資系企 業代 表者 に対 す る ヒア リング
4.4最終 報告 書作 成
[注]
1)研究。技術計画学会第5回年次学術大会、シンポ ジウム「我が国の科学技術環境の
国際化 一外資系企業の日本での経験か ら一」(東京工業大学、東京、199◎.10.28)
2)R&DEXECUTIVEFORUM(青山学 院大学 、東京 、1991.1.28)
主催:財 団法人 日本 生産 性本 部
(第2研究 グルー プ オ ー ラ ン ドeカマ ー ゴ)
3.その 他/OtherTopics
◎人事往来/Staff
O12月1日付で総務課長佐藤敬氏が科学技術庁原子力局政策課立地地域対策室長
へ転出 し、後任には無機材質研究所管理部会計課長黒田勉氏が着任 され ました。
012月15H付で第1研究 グループ総括主任研究官児玉文雄氏が埼玉大学 に戻 られ
一一5一
ま した。なお、引き続 き当研究所 に併任 されます。
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